
 令和４年度  令和３年度 増減額

（Ａ） 構成比 （Ｂ） 構成比 （Ａ－Ｂ） 増減率

1 市 税 242,138 34.6 236,738 31.8 5,400 2.3

2 地 方 譲 与 税 3,372 0.5 3,398 0.5 △ 26 △ 0.8

3 利 子 割 交 付 金 95 0.0 193 0.0 △ 98 △ 50.8

4 配 当 割 交 付 金 1,036 0.1 1,227 0.2 △ 191 △ 15.6

5 株式等譲渡所得割交付金 723 0.1 1,334 0.2 △ 611 △ 45.8

6 分離課税所得割交付金 211 0.0 247 0.0 △ 36 △ 14.6

7 法 人 事 業 税 交 付 金 3,549 0.5 3,348 0.5 201 6.0

8 地 方 消 費 税 交 付 金 30,424 4.3 28,895 3.9 1,529 5.3

9 ゴ ルフ場利用税交付金 56 0.0 57 0.0 △ 1 △ 1.8

10 環 境 性 能 割 交 付 金 502 0.1 456 0.1 46 10.1

11 軽 油 引 取 税 交 付 金 5,256 0.8 5,330 0.7 △ 74 △ 1.4

12
国 有 提 供 施 設 等
所 在 市 町 村 助 成 交 付 金

31 0.0 30 0.0 1 3.3

13 地 方 特 例 交 付 金 1,859 0.3 4,554 0.6 △ 2,695 △ 59.2

14 地 方 交 付 税 58,473 8.4 62,314 8.4 △ 3,841 △ 6.2

15 交通安全対策特別交付金 257 0.0 290 0.0 △ 33 △ 11.4

16 分 担 金 ・ 負 担 金 8,041 1.2 3,706 0.5 4,335 117.0

17 使 用 料 ・ 手 数 料 10,516 1.5 10,474 1.4 42 0.4

18 国 庫 支 出 金 171,626 24.5 192,045 25.8 △ 20,419 △ 10.6

19 県 支 出 金 34,882 5.0 33,042 4.4 1,840 5.6

20 財 産 収 入 1,232 0.2 1,517 0.2 △ 285 △ 18.8

21 寄 附 金 1,629 0.2 2,073 0.3 △ 444 △ 21.4

22 繰 入 金 7,036 1.0 28,742 3.9 △ 21,706 △ 75.5

23 繰 越 金 11,301 1.6 5,082 0.7 6,219 122.4

24 諸 収 入 36,215 5.2 35,675 4.8 540 1.5

25 市 債 69,539 9.9 82,817 11.1 △ 13,278 △ 16.0

合           計 699,999 100.0 743,584 100.0 △ 43,585 △ 5.9

４　歳入決算額前年度比較（一般会計）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、％）

区　　　　　分

・　市税は、固定資産税における新型コロナウイルス感染症に伴う中小事業者等向けの軽減
　措置の終了や給与所得の増加に伴う個人市民税の増等により、2.3％（54億円)の増となっ
　た。

・　地方消費税交付金は、輸入取引額の増加等により、5.3％（15億2,900万円）の増となっ
　た。

・　地方特例交付金は、新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補塡特別交付金の減
　（△28億3,200万円）等により、△59.2％（△26億9,500万円）の減となった。

・　地方交付税は、普通交付税の減（△38億4,200万円）等により、△6.2％（△38億4,100
　万円）の減となった。

・　国庫支出金は、子育て世帯への臨時特別給付金給付事業費補助金の減（△179億6,600
　万円）、住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業費補助金の減（△68億7,500
　万円）等により、△10.6％（△204億1,900万円）の減となった。

・　県支出金は、サッカースタジアム建設事業費補助金の増（12億1,100万円）、障害者
　（児）自立支援事業費等負担金の増（3億7,100万円）等により、5.6％（18億4,000万円）
　の増となった。

・　繰入金は、減債基金繰入金の減（△250億3,700万円）等により、△75.5％（△217億
　600万円）の減となった。

・　市債は、臨時財政対策債の減（△84億9,700万円）、防災行政無線（固定系）更新整備
　事業債の皆減（△45億7,100万円）等により、△16.0％（△132億7,800万円）の減となっ
　た。

・　分担金・負担金は、学校給食の公会計化に伴う学校給食費負担金の皆増（43億300万円）
　等により、117.0％（43億3,500万円）の増となった。
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